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１．はじめに  
生産現場におけるロボットの導入が進んでいる．マニピュ
レータタイプのロボットの導入により，製品のモデルチェン
ジに対して従来のベルトコンベアのみの生産ラインに比べ，
より柔軟に対応できるようになっている．一方で現在主流と
なっているマニピュレータの可動範囲及び可搬重量も制限
があり，重量物の取り扱いは困難である．このため，複数台
の移動ロボットによる協調搬送が有効とされる．協調搬送で
は協調時にマニピュレータや台車の位置決め誤差により，手
先にも誤差が生じる．この誤差によって協調搬送物に過大な
内力が発生し，搬送物の破壊やロボット本体の破損といった
リスクがある．小菅ら(1)は移動マニピュレータに仮想インピ
ーダンスを発生させる制御を適用することにより協調搬送
を実現している．しかし，この制御は適切なゲインを選定す
る必要があり，完璧なモデル化が困難であることから最適な
ゲインを決定することは難しく，誤差を機構的に許容する必
要がある．そこで本研究ではロボットの手先に受動関節機構
を搭載し，機構的なコンプライアンスを持たせることで協調
搬送を実現している．受動関節機構とはアクチュエータを持
たず，フリーな関節によって構成される４リンクマニピュレ
ータ機構となっている．一方で，本研究で用いるマニピュレ
ータは可搬重量約 3kg であり，受動関節機構は現状で約 1kg
程度あるので，可搬重量は実質 2kgとなってしまう．そこで，
本稿では台車に搭載されたサスペンション機構に着目した．
台車のサスペンションを利用することにより，手先の受動関
節数を台車で補完することができるので手先の受動関節を
小型化できる．また，既存の移動マニピュレータタイプのロ
ボットが有する台車部をコンプライアンス機構として応用
できることが見込まれる．本研究の目的は台車部のサスペン
ション特性を利用した複数の全方向移動マニピュレータに
よる協調搬送の実現である． 
 
２．全方向移動マニピュレータ概要 
 
 
 
 本研究で用いる全方向移動マニピュレータを Fig.1 に示す．
この全方向移動マニピュレータは四輪独立駆動型全方向移
動台車，６自由度マニピュレータ，４自由度受動関節機構に
よって構成されている．Fig.2(a)に全方向移動台車(b)に全方
向車輪を示す．(a)は(b)を 90°位相で四つ配置した構造となっ
ている．全方向移動は車輪三つで達成されるが，その場合，
車輪によって構成される支持多角形が三角形となり不安定
である．本研究ではマニピュレータを搭載するため，より安
定感のある四輪の全方向移動台車を採用している．また，オ
ムニホイールを用いた全方向移動台車はスリップのリスク
が問題となっているが辻(2)によって四輪のうちスリップを生
じた車輪を特定し，残りの三つの車輪のトルク配分を変える
ことによってスリップを回避する手法が提案されており，こ
の点においても四輪は有効である． 
 Fig.3 は台車部のサスペンション機構となっている．台車
部のアッパ・サスペンションアームが各四つの車輪のロア・
サスペンション・アームによって吊るされた構造となってい
る．そのため，自動車のサスペンションのようなサスペンシ
ョンの反発によって路面に凹凸に対応するのではなく，サス
ペンションの引張りによって対応する構造となっている． 
Fig.4は受動関節機構の(a)実験機と(b)簡略図となっている．
受動関節機構は多関節，多リンクにより構成されており，関
節には絶対値エンコーダと電磁ブレーキが搭載されている
Fig.1 Omni directional mobile manipulators 
(a)        (b) 
Fig.2 (a) Omni directional platform and (b) Omni wheel 
 
 
Fig.3 View of platform suspension 
ので関節角度の計測と関節の固定が可能となっている． 
 
 
  
 
３．台車部のサスペンション特性 
３．１ ばね剛性行列 
 ２章の実験機の概要にて掲載したサスペンション構造に
ついて解析していく．松岡ら(3)は台車部に生じる変位を関節
と等価であると考えた．マニピュレータのベースとなってい
る台は四つの車輪とサスペンションにて接続されているの
でマニピュレータの手先に外力が加わるとマニピュレータ
を介し，台車に伝播する．この際に台車には並進外力及びモ
ーメントが生じるので Fig.5 に示すように台車の傾きや沈み
込みとともにサスペンションに変位が生じる．このときの変
位は関節と等価とみなせるのでちょうど Fig.4 に示した受動
関節機構の役割を果たす．ただし，サスペンション特性によ
っては受動関節としての機能を果たさない場合がある． ロ
ボット１の移動台車に並進３方向に 0.05[mm]，回転３方向に
0.05[rad])誤差が発生した際の受動関節機構のシミュレーショ
ンを行った．シミュレーションは Fig.9 に示すように 0.4[m]×
0.4[m]で厚さの無い板を３台でT字型に把持した場合を想定し
ている． 
式(1)は Fig.5 に基いた台車部微小移動変位∆𝑧𝑝とそれに伴
う反力𝐹𝑝を表す剛性行列である．Fig.7 は台車の変位方向とそ
の際に発生する反力の方向を表している． 
F𝑝 = (J𝑝𝑠 − 𝛼J𝑝ℎ)
T
KJ𝑝𝑠∆z𝑝  (1) 
ただし， 
𝐹𝑃 = (𝐹𝑧 𝑀𝑥 𝑀𝑦)
𝑇，  Tz yxp z   ，
K = diag(𝑘 𝑘 𝑘 𝑘)，𝛼 = 𝑙𝑠𝑤/𝑙ℎ𝑤   
J𝑝𝑥 =
(
 
 
1 0 −𝑙𝑝𝑥
1 𝑙𝑝𝑥 0
1 0 𝑙𝑝𝑥
1 −𝑙𝑝𝑥 0 )
 
 
, 𝑥 = 𝑠, ℎ 
さらにKp = (J𝑝𝑠 − 𝛼J𝑝ℎ)
T
KJ𝑝𝑠とおき，台車全体のばね剛性行
列Kpを固有値分解する．固有値を求めることにより台車サス
ペンション機構の柔らかい方向と硬い方向がわかる． 
 
３．２ ばね剛性行列の固有値分解 
結果を Table1 に示す．ただし，𝑘 =1[N/m],  𝑙𝑝𝑠=0.27[m]，
𝑙𝑝ℎ=0.085[m]とした．また，台の並進方向の変位と回転方向
の変位は直接比較できないため，マニピュレータのエンドエ
フェクタが台車中央の高さ 1[m]の地点にある場合にエンド
エフェクタの x，y，z 並進方向に微小変位が生じた際のサス
ペンション剛性を比較した．台車は Fig.5 の座標系において
z 軸方向の剛性は x 軸周りの回転方向と y 軸周りの回転方向
に対して約 27 倍となっている．Fig.6 に示す楕円体は剛性行
列の固有値の逆数を軸径としたものである．つまり，台車の
剛性が小さく，柔らかい方向を示している． z 軸方向に関し
ては楕円がほとんどつぶれており，非常に硬く，x，y 軸方向
には柔らかいことがわかる． 
Table.1 Eigen values of platform suspensions 
The Axis of Coordinates Eigen Values[N/m] 
x  0.13 
y  0.13 
z  2.79 
 
Table2 Eigen values considering manipulator end-effecter 
Eigen 
Values 
  0.36[N/m] 0.42[N/m] 3.25[N/m] 
Eigen 
 Vectors 
𝑥 0.29 0 -0.12 
  0 -0.31 0 
𝑧 -0.38 0 -0.92 
 𝑥 0 0.95 0 
 𝑦 0.89 0 -0.36 
 𝑧 0 0 0 
Fig.6 Softness ellipse  
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Equivalent joints by means of suspensions 
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 続いて実際にマニピュレータを考慮した剛性行列を求め
る．ここで，台車部のサスペンション特性に伴う変位とマニ
ピュレータのエンドエフェクタの変位の関係を表すヤコビ
行列をJ𝑒𝑠とおくと， 
𝐾𝑒 = J𝑒𝑠
+𝑇𝐾𝑝J𝑒𝑠
+
    (2) 
として，マニピュレータのエンドエフェクタに関しての剛性
行列が求まり，手先の微小変位∆𝑥𝑒が生じた際の反力𝐹𝑒は 
eee
xKF        (3) 
と求まる．この時の剛性を Table2 に示す．固有値(剛性)が最
大となる方向は手先を台車中心に向かって沈みこませるよ
うな方向である．また，手先位置を変更したことによって𝑥方
向と 方向の剛性に差が生じている．これは手先位置が低く
なった分，𝑥軸回りのモーメントも小さくなったためだと考
えられる．さらにもっとも最も堅い方向の剛性は最も柔らか
い方向の 10 倍程度になっている．このため，手先位置を台
車中心に近づけるほど，関節として利用可能なサスペンショ
ン特性が得られにくくなることがわかる．一方でマニピュレ
ータのエンドエフェクタの位置が変化しても剛性方向の固
有値が大きいため，依然として柔らかい方向は２方向に限定
される．このことから台車のサスペンション特性による等価
関節はちょうど２自由度のジンバル機構のように振る舞う
ことがわかる．次章にて新たに付加すべき受動関節を求める． 
 
４. 協調系の運動学 
４．１ 協調条件を満たす新たな受動関節機構の設計 
 
 本研究では Fig.1 に示すような３台の全方向移動マニピュレ
ータによる協調搬送を想定している．ただし，ここで用いる受
動関節機構は今回提案したサスペンション機構を利用するも
のであり，さらに後述の協調条件を満たすように Fig.7 に示す
ようなマニピュレータ手先に２自由度の受動関節機構を付加
した実験機を用いる． 
 このとき，基準座標系から見たマニピュレータ i (i=1,2,3)の
エンドエフェクタの変位と台車部サスペンション及び受動関
節変位を表す行列を
i
J とすると， 
P𝑓𝑖 = J𝑖J𝑖
+
  (4) 
として受動関節による可動空間への直行射影行列が求まる．た
だし，J𝑖
+はJ𝑖の疑似逆行列．式(5)の直行補空間を 
P𝑐𝑖 = I − P𝑓𝑖  (5) 
として求めると，受動関節によって手先が動けない方向すなわ
ち，幾何拘束空間の直行射影行列が求まる．式(6)から，各マニ
ピュレータに搭載された受動関節に関する基底を
ikcici
pp ,1,  として取り出し，３台のマニピュレータの
基底を並べたものが幾何拘束行列 
][C
,1,1,11,1 nkcncnkcc
pppp   (6) 
である．この C のランクが６であれば並進，回転のすべての方
向に対して搬送物を剛に把持できるので，この条件を満たすよ
うに受動関節を導入する必要がある．Fig.7 の受動関節機構は
この条件を満たすように設計されたものであり，これにより台
車部のサスペンション特性を利用した協調が可能といえる． 
 
４．２ 協調搬送システムの運動学 
 
 Fig.8のように n台ロボットのうちロボット i以外の n-1台の
ロボット間で受動関節が搬送物を介して閉ループを形成して
いるとき，閉ループを形成してもなお可動できる方向とそれに
伴う搬送物の変位を表すヤコビ行列を 
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と置く．さらに受動関節のヤコビ行列J𝑖とJ𝑜𝑖の手先を搬送物か
らロボット i のベースに変換して並べたヤコビ行列， 
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を作成する．式(8)と式(9)によって台車の微小位置誤差∆𝑥と受
動関節角の微小変位∆ の関係を表す 
xA   (9) 
を得る．ただし， TT
i
T ][ 1    ，
TT
i
T xxx ][ 1    
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であり，P𝑖は関節角度を基準座標系から見たベクトルに戻す行
列である．これにより，マニピュレータ i の台車が搬送時に位
置決め誤差を生じた際の３台のマニピュレータの受動関節角
変位が求まる． 
 
 
 
Platform suspensions  
Additional 
passive joints 
Fig.7 Image of additional passive joints 
Fig.8 Kinematic model of cooperative system 
Consider multi robots as 
a serial link manipulator 
n 
 ５．協調シミュレーション 
 ロボット１の移動台車に並進３方向に 0.05[mm]，回転３方向
に 0.05[rad])誤差が発生した際の受動関節機構のシミュレーシ
ョンを行った．シミュレーションは Fig.9 に示すように 0.4[m]
×0.4[m]で厚さの無い板を３台で T字型に把持した場合を想定
している． 
Fig.10 に示すように Fig.11 に示すシミュレーション結果に
おける赤，青，緑，水色は Fig.9 における各ロボット及び搬
送物の文字色に対応している．台車サスペンション特性及び，
新たに提案した受動関節機構によって協調搬送時に発生す
るすべての方向の誤差を吸収できる幾何的な条件を満たし
ていることが示された．また，x，y 軸周りの回転方向の誤差
は台車部のサスペンションによって吸収されているため，搬
送物及び他のロボットの受動関節には全く変位が生じてい
ない． 
 
 
 
６．結論 
 全方向移動マニピュレータによる台車部サスペンション
特性を利用した物体の協調搬送実現のためにサスペンショ
ンの剛性特性を解析した．その結果より台車を受動関節とし
て利用する際に付加すべき受動関節機構を設計し，小型化を
可能とした．また，台車サスペンション及び新たに提案した
受動関節機構による協調が幾何的に実現できることが示さ
れた． 今後は実機による搬送作業の実現と搬送時における
動的な特性及びサスペンション機構による搬送物への内力
を調べることが課題となる． 
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Fig.9 Outline of robots used for simulation 
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Fig.11 Simulation results 
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